
④ 企業結合審査業務の改革について

＜業務の概要＞
企業結合（株式取得，合併，分割，共同株式移転及び事業譲受け等）について、届出に基づいて審査を⾏い、⼀定の取引分野における競争を実質的に制限すること

となる場合には適切に対応するとともに、主要な企業結合事例を公表し、法運⽤の透明性と予⾒可能性の確保を図る業務
（エンドユーザー：企業結合を計画している会社。平成２６年度届出件数：289件）

審査期間（30⽇）内での確実な実施

【課題】
○ 審査業務の効率化
○ 書類の電⼦的提出や、来庁によ
る⼿続の減等、事業者の負担軽減

【主な⾒直しの内容】
○ 審査の進捗状況の把握・管理や
期間短縮申請に係る記載例の作成・活⽤

○ 提出書類のうち可能なものは、電⼦データ⼜
はＵＲＬの提⽰でも提出可とする

○ 郵送による⼿続が可能であることを、事業者に周知

【これらの⾒直しによる効果】
○ 審査⽇程の把握・管理を通じ、
効率化等をより明確に意識して審査

（第⼀次審査の30⽇以内での確実な処理）
○ 企業側のニーズを踏まえた短縮申請への
対応
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